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【関連文書：「練馬区教育要覧」練馬区教育委員会】

（1）幼稚園・保育所と小学校との連携推進

●接続期（幼児期から児童期）を円滑にするための　
　取組　
　幼児期の教育・保育は、小学校以降の生活や学習等
の基礎を培う極めて重要なものであることから、幼稚
園・保育所と小学校との連携が必要とされる。
　24年 5月に設置した練馬区幼保小連携推進協議会
では、幼児期から児童期への段差を乗り越える力を養
い、幼児期の学びと児童期の学びの連続性を保つため、
幼保小の連携の充実を図っている。
　〔具体的な取組例〕
　・�管理職対象研修会の開催（30年度　1回182人参
加）

　・�担任対象研修会の開催（30年度　2回�延べ 251
人参加）

　・幼保小連携推進協議会の開催
　　（30年度　2回）
　・幼稚園、保育所と小学校との懇談会の開催
　　（30年度　8回）
　・「ねりま幼保小連携だより」の発行（30年度　4回）
　・�保護者向け冊子「もうすぐ1年生」の発行 (30 年
度　17,000 部 )

　・�「ねりま接続期プログラム」の発行
　　（30年度　3,000 部）

（2）小・中学校の教育内容を充実する

●人権教育および豊かな心を育成する教育を
　推進するために
　全ての子どもが人権尊重の理念を正しく理解すると
ともに、人権尊重の精神を行動で示すことができるよ
う、人権教育を推進している。また、家庭や地域と連
携して、社会貢献の精神の育成を図っている。
　〔具体的な取組例〕
　・�教員で構成する人権教育推進委員会による研修の
充実（30年度　8回）

　・�人権尊重教育推進校（30年度�南町小学校、開進
第二中学校）からの研究報告の実施

　　�南町小学校：�東京都教育委員会人権尊重教育推進
校研究発表会の実施

14  教育の質の向上
　　�開進第二中学校：�東京都教育委員会人権尊重教育

推進校紙上発表の実施
　・中学校生徒の職場体験の実施（30年度　全校）

●教育指導の充実
　教育委員会は、全ての教職員が意欲的に教育活動に
参画し、学校が組織として機能するよう指導・支援に
取り組んでいる。
　また、教育課程の実施については、指導内容や指導
方法の工夫・改善および授業の質的向上に努めるよう、
各学校に対し指導・助言を行っている。
　〔具体的な取組例〕
　・�教育課程編成への調査・評価などの適正な管理を
行っている。

　・�学校訪問等により各校の課題改善等に学校と一体
となって取り組んでいる。（30年度　1園、35校
に訪問）

　・�教職員の資質向上等のための各種研修会を実施し
ている。（30年度　48分野の研修会を実施）

●教員の資質向上と理科教育の振興のために
　学校教育支援センターは、教員研修、教育情報の提
供を行う等、学校教育支援の充実を図っている。
１　教員研修
　区内小・中学校の教員等を対象に研修を行っている。
⑴　音楽実技研修会�（30年度　1回 8人参加）
⑵　理科実技研修会�（30年度　5回�延べ94人参加）
⑶　学校教育相談研修会�（30 年度　18講座�延べ
797人参加）
⑷　学習障害研修�（30年度　2回 167人参加）

２　科学教室
　科学に興味を持つ小・中学生を対象に、科学的な
見方・考え方を育てるため、科学教室を開催している。
⑴　小学校科学教室（年間）
　　小学校 4～ 6年生を対象に、4期制で計 14日
間実施した。（30年度　213人参加）
⑵　中学校科学教室（夏休み期間）
　　中学生を対象に、夏休み中の 3日間実施した。�
（30年度　30人参加）

●教育情報の発信
１　教育情報の収集と提供
　適応指導教室用に作成した「3年進路授業資料」を
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中学校全校などに配布した。また、各種の教育研究資
料や教育図書等を収集し、教職員が閲覧できるように
している。（適応指導教室の詳細は、94ページ「⑶適
応指導教室」を参照）
２　教科書展示会
　教職員および区民を対象に、教科書の法定展示会を
毎年 6月から7月にかけて14日間開催し、さらに採
択替えの前年度には、法定展示に先立つ10日間の特
別展示会を開催している。30年度は 6月 5日から28
日の 24日間、学校教育支援センター内の教科書セン
ターにおいて特別展示会および法定展示会を開催し、
延べ 55人の来場があった。併せて、区独自の取組と
して、大泉図書館（6月5日から9日の5日間）・関町
図書館（6月12日から17日の6日間）・貫井図書館（6
月22日から24日の3日間）において、採択対象とな
る小学校用「特別の教科道徳」の教科書展示を行い、
延べ71人の来場があった。
　なお、教科書センターでは、現在使用している教科
書に加え、これまで使用した教科書を常設展示してい
る。
３　保護者講演会
⑴�　保護者対象講演会
　　30年度13講座 17回�延べ 424人参加
⑵�　保護者対象講座（委託事業）
　�　不登校等の子どもの保護者が子どもに対する接
し方を学ぶとともに、保護者同士が交流する機会
を提供する。
　　30年度 4回実施�延べ 39人参加

●�確かな学力の定着・向上と主体的に学ぶことが
　できる子どもを育てる教育を推進するために
　社会の変化に主体的に対応し行動できる子どもの育
成を目指し、一人ひとりの個性を伸ばして、学ぶこと
の楽しさや達成感を体得できるよう教育の充実を図っ
ている。
１　一人ひとりの確かな学力の定着・向上を図る
　・�学力向上支援講師を配置（30年度小学校 63校、
中学校20校）

　・�習熟度別指導や個に応じた指導を充実するために
教員の加配を実施（30年度小学校 65校、中学校
31校）

２�　�日本人としてのアイデンティティを育み、国際社会
に貢献できる能力や態度を培う

　・�外国語活動指導助手を配置（30年度　小学校 5・
6年生　中学校全学年）

　・�中学校生徒の海外派遣を実施（30年度68人・オー
ストラリア8日間）

３　特色ある教育課程を編成し、教育の質を高める
　・�新学習指導要領の全面実施に向けた、新学習指導
要領の趣旨および内容の理解促進、移行措置の適
切な実施、新設教科等への対応

　・�確かな学力・体力の定着・向上等のため土曜授業
を実施（30年度　小・中学校年間8回）

●小中一貫教育の推進
　24年度から、小中一貫教育を進めるためのグルー
プとして、中学校1校に対して小学校1～ 3校の組合
せで構成する学習指導型連携グループを設定した。グ
ループでは、①連続性・系統性のある教育課程（課題
改善カリキュラム）の作成、②児童・生徒の計画的・
継続的な交流、③教員の計画的・継続的な交流、④連
携を進めるための学校運営について取り組むこととし
ている。29年度には、小中一貫教育校を除く全ての小・
中学校が、小中一貫教育を実践している。
　26年 2月には、特別支援教育における小中一貫教
育の取組を開始している。30年度からは、これまで作
成してきた段階表の名称を「ステップシート」に変更し、
より一層の活用と指導の充実を図っている。

（3）教育環境を充実する

●施設の整備
１　校舎等の改築
　耐震補強工事では十分な耐震性を確保できない学校
施設について、改築により耐震化を進めている。30年
度は前年度に引き続き下石神井小学校の改築工事を進
めるとともに、大泉西中学校の改築工事に着手した。
また、大泉東小学校については校舎の改築工事が完了
した。
　石神井小学校および関町北小学校は、「練馬区区立
施設建築安全基本方針」に基づく仮設建築物の解消と
合わせて、校舎等の改築を行っている。石神井小学校
は改築工事、関町北小学校は実施設計に着手した。
　なお、改築の際には、太陽光発電設備の設置など
自然エネルギーの活用や省エネルギーの仕組みを導入
し、国からエコスクール・プラス（環境を考慮した学
校施設）の認定を受けている。
２　校舎等の改修工事
　小・中学校の施設や設備は、経年による老朽化が進
んでおり、長寿命化を図るためには、日頃から維持補
修を行っていくことが重要である。そのため安全性・
利便性・快適性を備えた教育環境の確保と、大切な区
民の財産を良好に管理する観点から、定期的・計画的
な保守点検や必要に応じた改修工事等を行っている。
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　30年度は主に以下の改修工事を実施した。

〔学校施設の主な改修工事実施状況〕� （単位：校）30年度

改修工事件名 小学校 中学校
校舎屋上防水等工事 2 2
トイレ改修工事 3 3
給水設備等改修工事　 ４ 2
プール等改修工事　 4 3
受変電設備改修工事　 3 1
防火設備改修工事　 10 8
昇降設備改修工事 1 1
校庭整備工事 1 －
ブロック塀等改修工事 8 2

３　校地の取得
　児童・生徒の教育環境を良好にするため、校地の面
積や校舎等の配置を勘案し、学校が有効に活用できる
用地を取得している。
４　学校の緑化
　みどり豊かなうるおいのある学校環境を整備し、子
どもたちの緑化意識を育む環境学習の場作りを目指し
て、校庭の芝生化、屋上緑化、みどりのカーテン（壁
面緑化）の整備に取り組んでいる。
　30年度までに、小学校34校、中学校 4校の校庭の
芝生化および小学校 8校、中学校 6校の屋上緑化を実
施した。また、小学校 53校、中学校 5校にみどりの�
カーテンを整備した。

〔中村小学校の校庭芝生〕

●小・中学校の現況
　令和元年 5月1日の小・中学校の現況は、つぎの表
のとおりである。
　なお、学級編制について、小学校第1学年は 35人
を1学級とし、その他の学年は40人を1学級とする。
ただし、小学校第2学年・中学校第1学年は35人を
1 学級として学級編制することができる。

〔小・中学校の児童・生徒・教員数〕�令和元年5月1日現在

区　分 小学校 中学校
学校数（校） 65 33
学級数（学級） 1,054 379

児童・
生徒数
（人）

男 17,224 6,889
女 16,030 6,186
計 33,254 13,075

教員数（人） 1,675 801
　

●学校選択制度
　4月に中学校に入学する生徒を対象に、一定の受入
れ人数枠の範囲で、希望により中学校を選ぶことので
きる「学校選択制度」を実施している。
　受入れ人数枠に対して希望者が多く、辞退者等を見
込んでも超過する場合には抽選を実施する。令和元年
度入学者の選択希望状況は、30年 10月 1日現在の学
齢者 5,814 人に対して、通学区域外の学校を選択希望
した生徒は1,231人（全体の21.2％）であった。

●教材等の整備
　全校が共通して必要とする、机・椅子、副読本の購
入や黒板の整備などは、教育委員会でまとめて行って
いる。学校により内容が異なる教材教具の購入や修繕
などは、各学校に予算を配当し、直接学校で執行して
いる。

● ICT環境の整備
　子どもたち一人ひとりに質の高い教育を提供するた
め、「練馬区学校 ICT環境整備計画」を策定し、教室
の ICT環境の整備、利活用の推進、教育ネットワーク
システムの基盤（インフラ）整備に取り組んでいる。
　令和元年度は、新学習指導要領に対応するよう、小
中学校のすべての普通教室等に ICT環境（大型ディ
スプレイ（電子黒板）、教員用タブレットパソコン、実
物投影機（書画カメラ））を整備する。
　また、児童・生徒用タブレットパソコンの導入に向
け、検討を進める。

●区立学校の適正配置の推進
　「練馬区学校施設管理基本計画（平成 29年 3月）」
に基づき、児童・生徒数の動向、改築の状況等を踏ま
えた「区立学校の適正配置基本方針」の策定に向け、
引き続き検討する。
⑴　旭丘小学校、小竹小学校および旭丘中学校の統
合・再編
　　旭丘・小竹地域の教育環境には過小規模校の解
消、学校施設の改築等の課題がある。これらの課
題を総合的に解決するため、28年度に 3校を新
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たな施設一体型小中一貫教育校に再編する方針案
を示し、より多くの保護者や地域住民の意見を聞
きながら進めている。
⑵　光が丘第四中学校の閉校
　　29年第二回練馬区議会定例会において、「練馬
区立学校設置条例」が一部改正され、30年度末
をもって光が丘第四中学校を閉校した。

（4）児童・生徒の健やかな体の成長を促す

●校外学習
　実地で見学や体験などを行うことのできる校外学習
事業を、積極的に推進している。実施状況はつぎの表
のとおりである。

〔校外学習事業実施状況〕� 30年度

区　分 場　所 日　数 参加人数
（人）

参加校数
（校）

移動教室
（小学校5・6
年）

軽井沢、下田、
武石、岩井

（5年）
2泊3日 5,372 65

（6年）
3泊 4日 5,405 65

移動教室
（中学校2年）

軽井沢（湯の
丸スキー場）
武石（番所ケ
原スキー場）

3泊4日 4,024 33

臨海学校（※）
（中学校1年） 下田、岩井 3泊4日 2,829 33

林間学校（※）
（中学校1～ 3
年）

軽井沢、武石 3泊4日 233 6

修学旅行
（中学校3年）

関西方面、
東北方面 2泊3日 4,390 34

※：臨海学校、林間学校は希望参加

●学校災害
　児童・生徒が学校管理下で災害にあったときの災害
給付等を目的として制定されている「（独）日本スポー
ツ振興センター法」に基づき、（独）日本スポーツ振興
センターと災害共済給付契約を結んでいる。共済掛金
は、児童・生徒1人につき年額935円で、区が全額負
担している。学校管理下における災害の多くは、すり傷、
打撲、ねん挫、骨折等である。

●アレルギー疾患対策
　全ての学校教職員がアレルギーに対する共通認識を
もち、アレルギー疾患のある児童・生徒が、安全で安
心な学校生活を送れるように努めている。

●学校給食
１　学校給食の充実
　区では、食育の「生きた教材」として学校給食を活
用している。また、学校ごとにきめ細やかな調理をす
るため、全小・中学校において、自校調理または親子
調理のいずれかの方式を採用した完全給食を実施して
いる。
⑴　献立
　　文部科学省により示されている学校給食摂取基
準を踏まえ、栄養バランスのとれた献立を作成し
ている。
⑵　米飯給食
　　日本の食生活の根幹である米飯を通じて望まし
い食習慣の形成を図るため、昭和 55年 7月から
米飯給食を開始し、現在週 3.5 回以上実施してい
る。
⑶　衛生管理
　　各学校に対して、安全衛生巡回指導や調理員・
栄養職員等への研修を実施し、学校給食における
衛生意識の高揚を図っている。
　　また、使用する食材料やできあがったおかず、
調理器具等について、定期的に専門の検査機関で
検査し、衛生管理の徹底に努めている。

〔学校給食実施状況〕� 令和元年５月１日現在

区　分 小学校 中学校
自校調理
（78校）

給食実施食数
学校数

30,226食
54校

11,704食
24校

親子調理
（20校）

給食実施食数
学校数

5,782食
11校

2,760食
9校

計
（98校）

給食実施食数
学校数

36,008食
65校

14,464食
33校

２　学校給食調理業務民間委託の導入
　区が持つ知識や経験を委託先と共有し、サービスの
維持・向上と効率化を図るため、順次、学校給食調理
業務を民間に委託している。
　委託の内容は、調理業務、配缶・運搬、食器洗浄・
消毒、その他調理に付随する作業である。献立の作成
や食材の購入など、学校給食の運営は、学校と教育委
員会が責任を持って行っている。31年 4月現在、小・
中学校 83校に民間委託を導入している。


